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諮問日：令和元年８月１９日（令和元年度（最情）諮問第３０号）  

答申日：令和２年１月２４日（令和元年度（最情）答申第７７号） 

件 名：司法修習生の組の数等を決定した際の文書の開示判断に関する件（文書の

特定） 

答   申   書 

第１ 委員会の結論 

「７２期司法修習生の組及び実務修習地につき，組の数を決めた上で，京都

修習と大津修習を一緒にしたり，神戸修習と奈良修習を一緒にしたりすること

を決定した際の文書」（以下「本件開示申出文書」という。）の開示の申出に

対し，最高裁判所事務総長が，「第７２期教官担当表」（以下「本件開示文書」

という。）を対象文書として特定し，これを開示した判断（以下「原判断」と

いう。）は，妥当である。 

第２ 事案の概要 

 本件は，苦情申出人からの裁判所の保有する司法行政文書の開示に関する事

務の取扱要綱（以下「取扱要綱」という。）記第２に定める開示の申出に対し，

最高裁判所事務総長が令和元年７月１２日付けで原判断を行ったところ，取扱

要綱記第１１の１に定める苦情が申し出られ，取扱要綱記第１１の４に定める

諮問がされたものである。 

第３ 苦情申出人の主張の要旨 

本件開示文書以外にも，本件開示申出文書に該当する文書が存在すると思わ

れる。 

第４ 最高裁判所事務総長の説明の要旨 

本件開示申出文書を「第７２期司法修習生の組及び実務修習地について，組

の数，実務修習地の組み合わせを決定した文書」と整理したところ，組の数や

各組の実務修習地の組み合わせについては，「第二部の研修の企画その他の重

要な事項」として教官会議の議を経なければならないこととされている（司法
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研修所規程４条２項ただし書）。第７２期司法修習生の組の数，各組の実務修

習地及びその担当教官については，平成３０年１０月１２日の教官会議におい

て決定されたところ，本件開示文書はその際に作成された文書であり，対象文

書に該当するが，上記決定に際しては本件開示文書を作成することで必要十分

であり，本件開示文書以外に本件開示申出文書に該当する文書を作成又は取得

していない。 

第５ 調査審議の経過 

   当委員会は，本件諮問について，以下のとおり調査審議を行った。 

  ① 令和元年８月１９日   諮問の受理 

    ② 同日          最高裁判所事務総長から理由説明書を収受 

   ③ 同年１１月１５日    本件開示文書の見分及び審議  

  ④ 同年１２月２０日    審議 

第６ 委員会の判断の理由 

 １ 最高裁判所事務総長の上記説明によれば，第７２期司法修習生の組の数及び

各組の実務修習地の組み合わせについては，各組の担当教官と併せて，平成３

０年１０月１２日の教官会議において決定されたところ，同決定に際しては本

件開示文書を作成することで必要かつ十分であって，本件開示文書以外に本件

開示申出文書に該当する文書を作成し又は取得していないとのことである。司

法研修所規程４条２項は，第二部（司法修習生の修習）の研修の企画その他の

重要な事項を定めるには教官会議の議を経なければならない旨規定しているこ

と，本件開示文書には「教官会議資料３」という表示があり，第７２期司法修

習生の組の数と各組の実務修習地の組み合わせ，各組の担当教官がすべて記載

されていることを踏まえて検討すれば，このような説明の内容が不合理とはい

えない。そのほか，最高裁判所において，本件開示文書以外に本件開示申出文

書に該当する文書を保有していることをうかがわせる事情は認められない。 

   したがって，最高裁判所において，本件開示文書以外に本件開示申出文書に
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該当する文書を保有していないと認められる。 

 ２ 以上のとおり，原判断については，最高裁判所において本件開示文書以外に

本件開示申出文書に該当する文書を保有していないと認められるから，妥当で

あると判断した。 
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